平成２７年１月３０日判決言渡　同日原本交付　裁判所書記官

平成２６年（行コ）第１５７号　決定処分取消請求控訴事件
（原審・奈良地方裁判所平成２６年（行ウ）第３号）

口頭弁論終結日　平成２６年１２月２日

判　　　　　　　決
　　　奈良市

　　　　　控　　 　訴　 　　人　　　　　　○　　　○　　　○　　　○
　　　奈良市二条大路南１丁目１番１号

　　　　　被　　控　　訴　　人　　　　　　奈　　　　　良　　　　　市
　　　　　同代表者兼処分行政庁　　　　　　奈　　　良　　　市　　　長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仲　　　川　　　元　　　庸
　　　　　同訴訟代理人弁護士　　　　　　辻　　　中　　　栄　　　世
　　　　　同訴訟復代理人弁護士　　　　　　野　　　末　　　勝　　　宏
　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　辻　　　中　　　佳　奈　子
主　　　　　　文

　　　１　本件控訴を棄却する。
　　　２　控訴人の当審における予備的請求を棄却する。
　　　３　控訴費用は控訴人の負担とする。

事実及び理由
第１　控訴の趣旨
　１　原判決を取り消す。

　２　奈良市長の行った控訴人に対する平成２５年９月１３日付け国民健康保険料決定処分を取り消す。

　３　第２項の処分により徴収した国民健康保険料１２万８９００円を返還する。

　４　仮に原判決の趣旨が維持された場合、生命保険料控除を適用して、国民健康保険料の減額更正をして、過納金を返還する。

第２　事案の概要

　　　略称は、原則として原判決の例による。

　１　本件は、処分行政庁が控訴人の妻○○の国民健康保険料（以下「保険料」という。）について、○○の属する世帯の世帯主である控訴人に対し、保険料の賦課処分（本件処分）をしたところ、控訴人が、世帯主からその世帯員の保険料を徴収する旨定めた国民健康保険法（法）７６条及び奈良市国民健康保険条例（昭和３４年３月３０日条例第１３号（本件条例））８条はいずれも憲法２９条又は１３条に違反しており、上記法律及び条例に基づいてなされた本件処分は違憲であると主張し、本件処分の取消しと徴収した保険料１２万８９００円の返還を求めた事案である。
　　　原審は、法７６条及び本件条例８条は憲法２９条又は１３条に違反せず、本件処分は適法になされたものと判断し、控訴人の請求をいずれも棄却する旨の判決をした。

　　　控訴人は、原判決を不服として控訴し、当審において、仮に原判決の趣旨が維持された場合、保険料の算定に当たって○○の所得については生命保険料控除を適用して算出すべきである旨主張して、予備的に、保険料を減額更正して過納金の返還を求める訴えを追加した。

　２　法令の定め等、争いのない事実等及び争点（当事者の主張）は、当審における控訴人の主張を次項に付加するほかは、原判決の「事実及び理由」欄の第２の１ないし３（原判決２頁１３行目から同８頁２１行目まで）に記載のとおりであるから、これを引用する。

　３　当審における控訴人の主張
　（１）法７６条及び本件条例８条の憲法２９条及び１３条違反の有無について

　　　ア　一般に世帯主が世帯員に起因する債務（経済的負担）を単に世帯主であることのみを理由に負担しなければならないという法的根拠は存しない。例外は国民健康保険法による保険料徴収規定（保険料方式）である。そもそも世帯は親族のみで構成されるものではなく、下宿人等も同居人として世帯員となるのであって、単に世帯主であることを理由に世帯員に起因する保険料を世帯主から徴収することは、保険者（行政）の便宜のみを図った規定であり、世帯主及び被保険者である世帯員に無用の困難、不利益をもたらすもので憲法諸規定に違反する。

　　　イ　世帯主が被保険者ではない場合の保険料は、被保険者である世帯員の所得をもとに算定されており、その適否について、世帯主は容易に検証し反論できる立場にないのであるから、世帯員の個人財産の保護に欠け憲法１３条に違反する。

　　　ウ　被保険者自身である世帯員が控除項目について申告手続を取るか否かは同人の自己決定権の問題であるが、それにより世帯主が高い保険料を負担する義務はない。世帯主がこのような負担を回避するためには、独立した経済主体である世帯員の各種経済行為、各種申請申告行為を監視、監督、強要することが必要となり、その世帯員のプライバシー、自己決定権に介入、侵害することとなる。国民健康保険法がこのような事態を容認しているのであれば、控訴人の個人財産のみならず世帯員のプライバシー、自己決定権をも侵害するものである。

　　　エ　法７６条１項但書は「・・・国民健康保険税を課するときは、この限りではない。」とし、世帯主の限定を解除している。保険税方式と保険料方式との間で、徴収関係では差異（消滅時効期間、徴収債権の優先劣後など）が認められるが、保険者・被保険者の国民健康保険の帰属関係に差異はない。この点からも保険料の納付義務者を世帯主に限定する合理性は認められない。
　（２）本件処分の法及び本件条例等の適合性

　　　　本件処分は、○○の所得金額の算定の際、生命保険料控除をしていないが、○○は平成２４年分の確定申告により５万３２２８円の生命保険料控除を受けており、同額を控除すべきである。

第３　当裁判所の判断

　１　当裁判所も、控訴人の請求はいずれも理由がないと判断する。その理由は、次のとおり補正し、当審における控訴人の主張に対する判断を次項に付加するほかは、原判決の「事実及び理由」欄の第３（原判決８頁２３行目から同１２頁１４行目まで）に記載のとおりであるからこれを引用する。

　（１）原判決９頁９行目から同１０頁４行目までを次のとおり改める。

「　　そして、世帯においては、通常世帯主が主な所得者であることからすれば、世帯主に保険料の納付義務を課すことには相応の合理性があり、かつ、保険料の徴収を実効的なものとすることで国民健康保険制度の維持に資するものといえる。

　　そこで、法７６条及び本件条例８条が一律に世帯主に保険料の納付義務を課することが合理性を欠くということはできず、憲法２９条に違反するということはできない。

　　（２）ア　これに対し、控訴人は、控訴人と○○は、婚姻後それぞれが勤務先から収入を得て独立した経済主体として活動しており生計を一にしたことはなく、世帯主という理由で控訴人が○○の保険料を負担することには合理性がない旨主張する。
　　　　　　しかし、社会の実情では、世帯主が主な所得者であることが多いこと、一方、保険料の算定ないし徴収手続は大量の事務処理を伴うことから、可能な限り事務処理の負担を軽くし費用の発生を防ぐことは、国民健康保険制度に有用であることからすると、世帯主が世帯の主な所得者であるか否かを実質的に判断せず、一律に世帯主に保険料の納付義務を課すことには相応の合理性があるというべきである。したがって、控訴人の上記主張は採用することができない。

　　　　　イ　控訴人は、世帯員が独立した経済主体である場合、世帯主は保険料算定の基礎となる世帯員の所得等について容易に検証し反論できる立場になく、また、世帯員に所得控除のため申告手続をするよう求めることもできない、仮に、世帯主が世帯員に所得控除等を強制できるとすれば、世帯員の自己決定権、プライバシーの権利を侵害するものであるとして、憲法２９条及び１３条に違反する旨主張する。

　　　　　　しかし、被控訴人は、国民健康保険料決定通知書において、保険料額の算定の基礎とした被保険者である世帯員の所得額を明らかにしており（甲１）、世帯主に対する手続保障に欠けるところはない。また、保険料額の算定に当たり、本件条例１０条１項及び１２条の６の４は、基礎賦課額の所得割額について、被保険者の総所得金額（地方税法３１４条の２第１項）から基礎控除額３３万円（地方税法３１４条の２第２項）のみを控除した金額に所得割を乗じて算出することとされており、地方税法３１４条の２第１項各号の定める各種控除が適用されないことは後に説示するとおりであるから、納付義務者に実効性のある所得控除の手続が保障されないことをもって世帯員の自己決定権等を侵害するということはできない。したがって、控訴人の上記主張は採用することができない。
　　　　　ウ　控訴人は、世帯主を保険料の納付義務者とする保険料方式に合理性が認められない理由として、保険税方式では世帯主の限定を解除している旨を主張する。しかし、地方税法７０３条の４第２８項によれば、国民健康保険税の納付義務者につき、被保険者の資格のない世帯主であってもその世帯内に国民健康保険の被保険者がいる場合は、その世帯主を被保険者とみなして保険税を課することとされており、世帯主を納付義務者とする点において保険税方式と保険料方式との間に差異はない。したがって、控訴人の上記主張は採用することができない。」

　（２）同１１頁１０行目の「本件において」から同１１行目の末尾までを「本件条例１０条１項は、基礎賦課額の所得割額の算定につき、「地方税法第３１４条の２第１項に規定する総所得金額・・・から地方税法第３１４条の２第２項の規定による控除（基礎控除額３３万円）をした後の総所得金額・・・（以下「基礎控除後の総所得金額等」という。）に第１２条の所得割の保険料率を乗じて算定する。」と規定し、本件条例１２条の６の４は、後期高齢者支援金等賦課額の所得割について、「基礎控除後の総所得金額等に、次条の所得割の保険料率を乗じて算定する。」と規定しており、所得割額は、被保険者の総所得金額から基礎控除額のみを控除した金額に所得割の保険料率を乗じて算定する旨定めたものと解され、地方税法３１４条の２第１項各号所定の各種控除は適用されないものと解される（なお、同項に規定する「総所得金額」とは、同項各号所定の各種控除がされる前の金額を指すものと解される。）。したがって、控訴人の上記主張は採用することができない。」
２　当審における控訴人の主張に対する判断

（１）法７６条及び本件条例８条が憲法２９条又は１３条に違反すると認められないことは、原判決を補正の上引用して認定したとおりであり、この点についての控訴人の主張は採用することができない。
（２）控訴人は、保険料の算定に当たり、所得金額から生命保険料を控除すべきである旨主張する。

　　　しかし、本件条例は、保険料の算定に当たり総所得金額から基礎控除額を控除するものと定めており、生命保険料等の控除がなされないことは、原判決を補正の上引用して説示したとおりであり、控訴人の上記主張は採用することができない。

３　以上によれば、控訴人の本件処分の取消請求、原状回復として本件処分に基づいて被控訴人が控訴人から徴収した１２万８９００円の返還請求及び当審において追加された保険料を減額更正して過納金の返還を求める予備的請求はいずれも理由がないからこれを棄却すべきである。

　　よって、原判決は相当であり、本件控訴は理由がないからこれを棄却し、控訴人の当審予備的請求を棄却することとして、主文のとおり判決する。

　　　大阪高等裁判所第９民事部

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　金　　　子　　　順　　　一
　　　　　　　　　　　　裁判官　　田　　　中　　　義　　　則
　　　　　　　　　　　　裁判官　　渡　　　辺　　　真　　　理
1

